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令和 4 年度さいたま市保育予算及び保育行政に関する要望事項

一般社団法人 さいたま市私立保育園協会

日頃より、子育て支援施策並びに保育事業の充実向上に格別のご尽力を賜り、厚く御礼申し上げます。

新型コロナウイルス感染拡大防止に関する状況下の中、感染拡大防止の施策とともに新しい生活様式

への対応も求められ、保育現場において緊張感が続く日々が常態化しております。加えて人事院勧告の

改定に伴う保育士処遇の低下が懸念され、エッセンシャルワーカーを支えるエッセンシャルワーカーで

ある保育者に対する環境が危惧されます。

現在の保育現場は職員の献身的な取り組みに支えられ、日々を何とか乗り越えている現状があるのも

事実です。特に近年では様々な保育ニーズも増え、障がい児に対する関わりや医療的ケア児への今後の

対応・検討・研究はもちろんのこと、子ども達の体調管理やアレルギー対応等、保育士が抱える課題も

依然として残っております。加えて業務量の多さなど構造的な負担がある中で、多くの職員が肉体的に

も精神的にも疲弊が増してきている実感が強くあります。利用者並びにそれを取り巻くさいたま市に住

まう人々に対して安心で豊かな場所づくりの実現に向けて、さいたま市で働きたいと思える環境を独自

に整備し、多様な人材を確保していくことが必要だと考えています。

認可保育園の置かれている現状は大変厳しい状況をご理解いただき、保育の質の改善につながる要望

についてご理解願うと共に、さいたま市私立保育園協会として以下に令和 4 年度の保育予算に関する要

望事項を取りまとめましたのでよろしくご高配のほどお願い申し上げます。

令和 4 年度に向けた最重点要望項目

一､コロナ禍における処遇の堅持・改善

現行制度の拡充・運営人員に係わる拡充 

一､借地料の補助 

借地に対する補助の創出

一､看護師配置

多様な保育ニーズに対応する保育処遇の改善

 令和 4 年度のさいたま市保育予算及び保育行政に関する要望書
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 一般社団法人 さいたま市私立保育園協会

項 目 

■子どもの権利保障に関する事項  

・子どもの権利を保障するための豊かな環境作りを進めて下さい。 

■待機児解消に関する事項 

・待機児解消に向けては、全国的な状況も鑑みて、今後の少子化の状況、既存保育所とのバランスを注

視し、質の確保に重点を置き、適正な質と量を維持するよう努めて下さい。 

■保育士の処遇改善に関する事項 

・現行制度における､職員雇用対策補助事業並びに職員処遇改善費補助事業の増額を検討して下さい。

・公私間の給与等の処遇格差を是正して下さい。

・保育士確保に関する具体的・効果的な支援策を実行し、人員配置数の堅持並びに更なる改善、人手不

足の改善をして下さい。

・安全・安心な保育環境の充実を図るためにも保育業務の省力化を進めるための必要な措置を講じて下

さい。

・コロナ禍の影響により、公定価格・人事院勧告等制度上の処遇への影響が懸念されています。処遇の

低下を招かないよう、国への働きかけを行うよう努めて下さい。

・コロナ禍の影響により既存保育所の定員割れが加速しています。今後の少子化も鑑み、保育所の配置

に対応するためにも乳児途中入所促進事業の復活並びに定員構成の見直しについて検討できるよう求

めます。 

■借地料に関する事項 

・借地を利用した保育所の賃借料について、検討を進めて下さい。

■保育の質の向上に関する事項 

・施設面積や保育士の人数等、さいたま市独自の基準を堅持し、更なる質の向上の検討を進めて下さい。

・看護師雇用について助成して下さい。

・栄養士 1 人を常勤雇用し、アレルギー児への対応や、栄養・給食業務を充実させ、安心で安全

な給食が子どもたちに提供できるよう、補助金を増額して下さい。

・障がい児保育の加配認定について、事前の面談、入所後の加配認定方法等、受入が更に進められる

よう柔軟な基準策定を検討して下さい。

・学識経験者、専門知識や資格を持った方が協働的に保育を支援する体制づくりができるよう検討し

てください。

・研修事業に関する代替職員を確保する為の措置を講じて下さい。

・さいたま市私立保育園協会に関する研修補助費を増額して下さい。

■保育行政に関する事項 

・新たな制度創設や保育制度の改正などに対しましては、施設へ分かりやすい丁寧な行政説明をして下

さい。

・様々なニーズの変化に伴い、保育所の量的・質的変化が求められています。幼保連携型認定こども園・

保育所が他認定こども園への移行を柔軟に検討できるよう検討を進めて下さい。

■その他 

・保育所の土地を賃借する場合の固定資産税の減免について、検討を進めて下さい。

・幼児教育の無償化に伴う副食費の徴収事務軽減策について、検討を進めてください。

・コロナ禍に伴う対応に関する単独補助の検討を進めて下さい。
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■子どもの権利保障に関する事項  

・子どもの権利を保障するための豊かな環境作りを進めて下さい。

平成 28 年に児童福祉法の改正の中で児童の権利に関する条約について明文化される中、子どもの権

利に関しての考え方の重要性は高まっています。同時に、近年では市内外において痛ましい虐待に伴う

事件・事故も多く市民の目にさらされるようになり、さいたま市としてもこの問題に声を上げる必要性

が高まっていると考えられます。子どもの権利に関する条例の制定、市民への周知、専門家の育成、有

効な監視機関の設置、子どもの遊び場の確保、虐待や貧困問題への取り組みの強化、そして保護者の育

児支援・相談対応など、子ども家庭福祉施策として子どもや保護者の声に耳を傾けながら、権利を守り

生存と発達を保障するために必要な措置を講じて下さい。 

【回答】

子どもの権利を保障するための豊かな環境づくりについて、本市では、令和２（2020）年度～令和６

（2024）年度までの５年間を計画期間とする『第２期さいたま子ども・青少年のびのび希望(ゆめ)プラ

ン』を策定し、子ども・青少年の幸せと命の尊さを第一に考える地域社会の実現に向けて、乳幼児期か

ら青少年期に至るまで切れ目のない支援・施策を推進しているところです。 

この計画は、子ども・子育て支援法に基づき、質の高い幼児期の教育・保育や地域子ども・子育て支

援事業等を計画的に実施するための子ども・子育て支援事業計画及び子どもの貧困対策の推進に関する

法律に基づく子どもの貧困対策推進計画により構成され、第１期計画の基本理念や計画の視点等を継承

しながら、より実情に即した計画とするため、第１期計画の分析・評価結果や平成 31 年 3 月に実施し

た基礎調査結果等から見えた子ども・青少年等を取り巻く現況及び課題を踏まえ、策定しました。 

今後も、未来を担う子どもが生まれ育った環境に左右されることなく、その個性が尊重され、健やか

に育ち、自立し、夢と希望を持ち、輝けるよう、引き続き、各種事業を推進してまいります。

■待機児解消に関する事項  

・待機児解消に向けては、全国的な状況も鑑みて、今後の少子化の状況、既存保育所とのバランスを注

視し、質の確保に重点を置き、適正な質と量を維持するよう努めて下さい。 

コロナ禍の状況下、定員充足することのできない園がでてきています。一方地域によっては、人口流

入が予測され、保育所ニーズが高まる地域がある事も事実です。既存保育所とのバランスを注視し、園

庭や園舎の面積基準、保育士資格者の全員配置など、保育の質が確保された状態を維持し、認可保育園

を適正に整備することを求めます。既存保育所の定員変更なども柔軟に認め、子どもに対する処遇が改

善できることを検討するなど、既存園の保育士不足に対する対応と合わせて、徹底することを求めます。 

【回答】

 本市では、これまで待機児童解消に向けて、認可保育所等の積極的な整備を進めてきたところです。

令和２年度には過去最多となる 61 施設、定員約 3,500 人分の認可保育所の整備を進めたことにより、

令和３年４月１日現在の待機児童数は 11 人となり、前年度から 376 人減と大幅な減少となりました。

 今年度も、保育需要の増加が見込まれる地域を中心に、認可保育所及び認定こども園の新設により

2,161 人、小規模保育事業及び事業所内保育事業の新設により 216 人、合計 2,377 人の定員を増やすた

めの施設整備を進めております。

 これらの取組により、保育の受け皿が充足しつつある地域がある一方で、土地区画整理事業等に伴う

宅地開発や、駅周辺部におけるマンション開発などにより保育需要の更なる増加が見込まれる地域もあ

ることから、既存施設とのバランスも考慮しながら、引き続き、認可保育所等の適正な整備に努めてま

いります。

 また、園庭や園舎の面積基準や職員の配置基準については、保育需要が高いものの保育施設の整備が
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進みにくい地域があることや保育士の確保が困難な事例が生じていることを考慮し、市の指定する鉄道

駅の周辺に限り、駅前型保育所等として施設の基準を緩和する措置を実施するとともに、令和３年４月

１日から当分の間に限り、市の定める要件に該当する保育士等の資格を持たない職員を保育士等とみな

せる特例を実施しております。

 併せて、既存保育所の定員変更については、地域の保育需要を勘案しながら、施設の設備基準や職員

配置基準を満たす範囲内で、事業者と協議の上、必要に応じて行ってまいります。

既存園の保育士不足に対する対応としては、職員雇用対策費補助金、職員処遇改善費補助金による市

独自の職員給与の上乗せ補助、保育士宿舎借り上げ支援事業、保育体制強化事業等を引き続き実施する

とともに、令和４年度からは、保育士資格取得を目指す保育補助者の雇上げに係る経費を補助する「保

育補助者雇上強化事業」を新たに実施することにより、保育補助者が保育士を目指すきっかけとなるこ

とや、保育の現場で働きながら保育士を目指したいという方を後押していきます。今後も、雇用促進、

離職防止に向けた様々な保育士確保施策を展開することにより、引き続き安定的な施設運営を支援して

まいります。

■保育士の処遇改善に関する事項  

・現行制度における､職員雇用対策補助事業並びに職員処遇改善費補助事業の増額を検討して下さい。

保育士不足が叫ばれる中、他県他市においては、様々な施策をもって保育士処遇の向上に取り組まれ

ています。さいたま市においても職員雇用対策補助事業や職員処遇改善費補助事業の増額にて対応して

頂いていますが、十分と言えない状況です。保育士の処遇に対する考え方は近年高まりを見せており、

さいたま市に置かれましても益々の保育の質の向上のために、処遇の向上は大きく取り上げていただき

たい問題の一つです。両事業について堅持はもちろんのこと、法定福利費、法改正に伴う同一賃金同一

労働への対応を考慮し、処遇向上に直接的に結びつく事を検討し、現行制度の更なる拡充を図ることに

よって、更なる処遇の拡充を図るよう検討してください。

【回答】

保育士の処遇改善については、市独自の職員雇用対策費補助金、職員処遇改善費補助金による職員給

与の上乗せ補助を引き続き実施します。

法定福利費等の考慮を含めた保育士の処遇改善の拡充については、引き続き研究してまいります。

・公私間の給与等の処遇格差を是正して下さい。

公立園で働く保育士には「公務員」として自治体の定めた給与表に沿った運営費が入る為、民間の保

育士との間に大きな処遇格差が生まれています。元々の格差に加え、人事院勧告に伴う処遇減少も伴い、

保育士不足が加速する昨今、公私間では様々な処遇面に大きな開きがある事を学生も心得ており、公立

園の職員募集が民間の求人活動を切迫しています。また同一労働同一賃金やイコールフッティングとい

った議論が話題に挙がる中で、市が積極的に不平等な現状を改善していくことを望みます。そこで公私

間の給与格差を是正するため名古屋市の「公私間格差是正制度（民間社会福祉施設運営費補助金）」など

を参考に当市の補助制度の抜本的な検討が必要です。

【回答】

公・私施設間における職員の初任給、諸手当等水準の格差是正および法人における定昇財源の確

保という観点から、人事院勧告に基づく保育単価の引き上げや保育所運営費の加算を行う施設に対

して処遇改善等加算を給付しております。

今後も、公・私間の給与格差については、現行制度を維持しつつ国の動向を注視してまいりま

す。
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・保育士確保に関する具体的・効果的な支援策を実行し、人員配置数の堅持並びに更なる改善、人手不

足の改善をして下さい。

保育士不足の問題では、給与面での改善提案が挙げられる事が多いですが多くのデータが慢性的な人

手不足から来る働き方の問題点を指摘しています。保育現場では業務量の多さから厳しい勤務体制や残

業などを強いられるケースが多く、こうした処遇面の過酷さが、出産や育児、介護といった際の離職率

を上げ、保育士不足を引き起こすという悪しき循環が続いています。重大事故を受けて、安心安全のた

めにも、プール監視者の配置や散歩時の見守りなどの業務量が増えていたので、それに対する人手の増

員は保育士負担を減少し、保育の質的向上にもつながります。保育体制強化事業や社会福祉協議会によ

る保育補助者雇上貸付金等の制度に加え、保育の補助として直接的に関わることのできる保育補助者雇

上強化事業の導入、市の単独補助で 1 歳児 4 名の基準の維持並びに実態に即した手当の向上、2 歳児 5
名の基準創設など、人員配置数を増やす事を要望します。また派遣会社や人材紹介に頼らず人材確保が

できるよう、宿舎の借り上げ制度の人数の無制限及び対象職員の範囲の拡大、制度の恒久化への働きか

け等、市として保育士確保に関する効果的な支援策を講じて下さい。

【回答】

保育士の負担を軽減し、就業継続を図ることを目的として、保育に係る周辺業務を行う用務員等の配

置を支援する保育体制強化事業を、令和元年度から新たに実施しております。さらに、同事業について、

令和２年度からは、保育における安心・安全の向上と更なる保育士負担軽減の観点から、園外活動の見

守り等を実施した場合の補助制度の拡充をしております。

保育士宿舎借り上げ支援事業について、より多くの保育施設に利用していただくため、本市では１施

設あたり３戸を上限としております。現状の運用に加え、市外からの保育士の呼び込み時の戸数制限の

撤廃や同一人の継続利用年数を延長するなど、より利用しやすい制度改正を行っております。なお、同

事業が恒久的な事業となるよう国に対して要望を実施しております。

また、現在実施している保育士・保育教諭の子どもの保育施設優先利用、保育士修学資金貸付事業等

の保育士確保施策及び保育士資格取得に向けた施策を展開し、現行どおりの配置基準を維持してまいり

ます。

さらに令和４年度からは、保育士資格取得を目指す保育補助者の雇上げに係る経費を補助する「保育

補助者雇上強化事業」を新たに実施することにより、保育補助者が保育士を目指すきっかけとなること

や、保育の現場で働きながら保育士を目指したいという方を後押していきます。

今後も、本市独自の保育士確保施策である保育士採用プロモーション活動や保育体感ツアー事業につ

いては、貴協会と連携して実施しており、今後も保育士確保につながる様々な取組の実施等について検

討してまいります。

・安全・安心な保育環境の充実を図るためにも保育業務の省力化を進めるための必要な措置を講じて下

さい。

多忙な保育の業務量を減らす為、ＩＣＴ化に関する補助事業を行って頂いているところではあります

が、日々の保育に加え、保護者への対応や配慮が必要な子への対応、膨大な書類業務は依然として課題

となっております。また、保護者の働き方も多様化が進み、幼児教育を行う共通の施設として私達保育

園や幼稚園、こども園が一緒になって保護者への様々な支援を行っていく必要があり、対応が求められ

るようになりました。保育の質の低下を伴わずに業務が出来るよう、各種書類などの簡略化や保育現場
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へのサポート体制の構築、保護者の働き方にあわせた具体的な支援の実施など、必要な措置を講じて下

さい。

【回答】

平成２８年度、平成３０年度、令和２年度には、保育士の業務負担の軽減に資するシステムの導入を

支援する業務効率化推進事業（ＩＣＴ化推進事業）を実施したところであり、令和４年度も実施を予定

しております。

さらに、保育の質の確保・向上や保育士の負担軽減の一環として、保育施設における睡眠中の事故防

止を目的とした機器の購入の経費の一部を補助する「（仮）事故防止推進事業」を実施する予定としてお

ります。

また、提出書類の簡略化や各区支援課に配置する保育コーディネーターを活用した保護者対応へのサ

ポート体制の構築等、業務省力の支援につながる取組に努めてまいります。

・コロナ禍の影響により、公定価格・人事院勧告等制度上の処遇への影響が懸念されています。処遇

の低下を招かないよう、国への働きかけを行うよう努めて下さい。

コロナ禍の影響により、社会的情勢に変化が生じています。一方保育所は原則開所が求められ、保育

者の処遇をしっかりと守る必要があります。26 年から続く処遇の改善の根拠には、人事院勧告の結果も

加えられており、その求めに応じて保育者処遇の改善を進めて参りました。公定価格・人事院勧告がマ

イナスになることにより、この流れが止まり、保育者の処遇の低下を招く危険性すらみられるようにな

りました。県・国に対して、公定価格・人事院勧告分の処遇改善分が処遇の低下に直接的な影響を与え

ないよう求めて下さい。

【回答】

公定価格の制度の中で、人件費については国家公務員の給与に準じて算定することとされているため、

人事院勧告に伴う国家公務員給与改定が反映されることとなります。今後も国の動向を注視してまいり

ます。

・コロナ禍の影響により既存保育所の定員割れが加速しています。今後の少子化も鑑み、保育所の配置

に対応するためにも乳児途中入所促進事業の復活並びに定員構成の見直しについて検討できるよう求

めます。

コロナ禍の影響により、既存保育所の定員割れが加速しています。特に 4 月当初の 3 号認定こどもの

減少は認可保育所の運営にとって大きな影響を与え、職員処遇の低下を招きます。近隣他市町村におい

ては、乳児途中入所促進事業を柔軟に活用し、既存保育所のコロナ禍における対応を支えるセーフティ

ーネットの役割を果たしました。さいたま市においても今後のことも鑑み、乳児途中入所促進事業の復

活をするよう検討して下さい。

【回答】

 定員構成の見直しについては、地域の保育需要を勘案しながら、施設の設備基準や職員配置基準を満

たす範囲内で、事業者と協議の上、必要に応じて行ってまいります。

 また、既存保育所の定員割れについては、令和４年４月から一部の公立保育所で０歳児等の定員を見

直し、受入数を減じることで、民間保育所への入所を促しております。

 今後の保育需要及び受け皿の状況を見ながら助成等のあり方について研究してまいります。

■借地料に関する事項 

・借地を利用した保育所の賃借料について、検討を進めて下さい。
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市内の土地の賃借料の高騰により、保育施設の整備が進まない大きな要因の一つとなっております。

また借地で園運営を行う施設の財政を圧迫し、結果として保育士処遇並びに保育の質の低下を招く一因

にもなっております。特に昨今建築費高騰や、保育士の採用難も重なる中、近隣他市も施策に乗り出し

ております。例えば、他の政令市（例えば横浜市や川崎市）では独自に賃貸料補助や無償提供を行うこ

となどを実施する自治体も増えてきております。こういった状況を踏まえ、他市の実態を調査し、それ

らに倣い市単独の補助の創設・検討を要望します。これらは市内だけの問題ではなく、都市部保育所整

備の大きな課題の一つとして取り上げ、賃借料補助について国に向けた要望を提出することを検討して

下さい。

【回答】 

 借地における認可保育所等の整備については、国の保育所等整備交付金の「土地賃借料加算」により

工事着工前の土地賃借料が補助対象となっていることから、本市においては、当該制度に基づく補助を

行っているところです。 

 また、賃借料に対する補助の拡充については、２１大都市児童福祉主管課長会議などを通じて国に要

望しておりますので、引き続き機会をとらえて要望してまいります。 

■保育の質の向上に関する事項  

・施設面積や保育士の人数等、さいたま市独自の基準を堅持し、更なる質の向上の検討を進めて下さい。

国で運営費や各種補助金の組み換えが行われている最中ですが、質の向上を目指した子ども子育て支

援新制度の主旨を鑑み、さいたま市における単独の補助金を削る事や、最低基準の緩和等により、保育

環境が劣化する事の無い様に要望します。さいたま市の１歳児における補助基準については堅持してい

ただいておりますが、一方で近隣都市は東京の処遇改善にあわせて更なる施策を打ち始めています。ま

た、基準緩和は子どもの生活空間を狭め、保育士一人当たりの子どもの人数が増えることになり、保育

の質の面から見ると職員の余裕がなくなり、事故につながるような不安要素が増大することから、是非

とも現状の基準の維持、向上に向けた検討を進めて下さい。

【回答】 

本市では、保育需要が年々増加し、利用保留児童や待機児童が生じていることから、保育需要が高い

ものの保育施設の整備が進みにくい鉄道駅を市が指定し、その周辺では、駅前型保育所等として施設の

基準を緩和する措置を実施しているところです。

また、保育士の配置基準につきましては、全国的に保育施設の整備が進む中、保育士の確保が困難な

事例も出てきていることから、保育士不足により運営に支障が生じた場合に備え、安定的な施設運営を

確保することを目的として、保育士配置の特例を令和３年４月１日から実施しております。

本市では、安心・安全な保育環境の確保には、施設や職員配置などの基準も重要であると考えている

ことから、上記の措置を例外的に実施しているところであり、原則として、現在の基準を維持してまい

りたいと考えております。

・看護師雇用について助成して下さい。

看護師配置について、さいたま市は０歳児９人以上で配置することとしておりますが、保育園の

現状と子どもの健康管理問題・保護者対応は多義に渡り、保育士の専門領域を超えた問題に現場の

負担が増えています。さいたま市の住環境の充実が進む中、働く場所が遠方であってもさいたま市

に住みたいと考える市民ニーズの向上、併せて核家族化が進む中、体調不良を起こした子ども達が

すぐに迎えに来ることができなくなる現状などにより、各保育園においても体調不良児に対しての

様々な対応が求められるようになりました。加えて、障がい児保育や医療的ケアへの対応・検討を
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勧めることはもちろん、食物アレルギーのある子ども、内臓疾患など専門的知識を必要とする事例

に適切に対応する体制を整えることなど、医療の知識を持った専門家の配置の必要性が増していま

す。これらを踏まえ国の体調不良児対応型の制度を利用する等、各園で看護師の配置が出来る体制

作りを進めることを要望します。

正看護師担当職員として、１人雇用できる補助が必要です。

看護師①給与 １，６００円×８ｈ＝１２，８００円×２０日＝２５６，０００円 

     １日８ｈ×１２ヶ月＝３，０７６，０００円 

 ②賞与 ４ヶ月＝１，０２４，０００円  

③法定福利費 ①＋②＝４，１００，０００円×15％＝６１５，０００円（概算）

①  ＋ ② ＋ ③ ＝４，７１５，０００円

【回答】

看護師配置補助制度の創設等については、公定価格に組み込まれるよう、様々な機会を通じ国に対し

要望を行ってまいります。

また、体調不良児対応型病児保育については、病児保育事業の１つの事業となるため、病児保育事業

実施要綱に基づき、「看護師等を１名以上配置し、預かる体調不良児の人数は、看護師等１名に対して２

名程度とすること、本事業を担当する看護師等は、実施保育所等における児童全体の健康管理・衛生管

理等の保健的な対応を日常的に行うこと、本事業を担当する看護師等は、地域の子育て家庭や妊産婦等

に対する相談支援を地域のニーズに応じて定期的に実施すること」が要件となります。

 なお、体調不良児対応型病児保育にて看護師が配置される場合には、障害児や医療的ケア児の積極的

な受け入れについてご対応いただくものと考えております。

・栄養士 1 人を常勤雇用し、アレルギー児への対応や、栄養・給食業務を充実させ、安心で安全な給食

が子どもたちに提供できるよう、補助金を増額して下さい。

食物アレルギー児だけでなく、障害のある子ども、内臓疾患があり食事制限がある子ども、体調

不良児等への配慮が必要であり、栄養士が配置されている場合は、専門性を生かした対応を図ると

されています。公定価格では、栄養士を活用して給食を実施する場合に栄養管理加算が設けられて

おりますが、十分な金額とは言えません。また、ここ数年、年々食材等が高騰し、園の負担も多く

なっているのが現状です。子どもたちの健全な育ちに直接影響のある給食の内容を充実させるため

に、栄養管理担当職員として１人雇用できるだけの補助金の増額を要望します。

（ア） 栄養士 ①給与１８０，０００円×１２ヶ月 ＝ ２、１６０，０００円

②賞与１８０，０００円× ４ヶ月 ＝   ７２０，０００円

（イ） 食材の高騰、給食内容充実のため、１人１日あたり５０円値上げする。

③定員１００名として５０円×１００人×２２日 ＝１１０，０００円／月

１１０，０００×１２ヶ月 ＝ １，３２０，０００円／年

合計 ①＋②＋③=４，２００，０００円

【回答】

栄養士に関する補助については、公定価格において栄養管理加算が措置されており、令和２年度には

栄養士を配置した場合の加算金額が増額されたところです。引き続き国の動向を注視してまいります。

・障がい児保育の受入が進むよう、事前の面談、入所後の加配認定方法の柔軟化、補助の増額等につい

て検討して下さい。

障がい児保育の制度においては、入所前に置いては、1：1 加配の認定基準の緩和化、すでに入所し
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ている障がい児について１：１を認める制度作りを進めてください。幼稚園の制度には園独自で気に

なる子がいる場合に、園による判断で加配等による補助があります。また、加配 1 人あたりの単価は

常勤保育士を採用するには十分ではなく、加配対応するにあたっては更なる処遇の向上が必要です。

同じ幼児教育を受ける施設として同一の処遇をたもつことができるよう、これらの格差を是正するた

めにも対応を要望します。

【回答】

障害児保育における加配適用基準や取扱いについては、今後の育成支援制度のあり方を踏まえながら、

研究してまいります。また、特別保育事業費補助金における障害児保育事業については、引き続き予算

の確保に努めてまいります。

・学識経験者、専門知識や資格を持った方が協働的に保育を支援する体制づくりができるよう検討して

ください。

令和 2 年 6 月の「保育所等における保育の質の確保・向上に関する検討会」では、今後自治体に求め

られる主な施策として、「各現場・保育団体・保育士養成施設等との緊密な連携によるキャリアアップ研

修などの機会の確保」、「地域における保育・幼児教育関係者のネットワーク構築と協議の場づくりの支

援」、「現場の実践を支援する人材の育成・配置」が挙げられております。そこで、本市においても保育

の質の向上に向けて、特に学識経験者や専門資格(臨床心理士等)、専門知識を持った方が保育に協働的

に関わる体制づくりなど、こうした取り組みを促進するための基礎づくりに努めて下さい。

【回答】

これまでも学識経験者や幼稚園・保育所等の園長、小学校校長などで組織される「さいたま市幼児教

育推進協議会」において、幼児教育の質の向上に関して協議を行っているところです。また、保育相談

（保育課）や幼児教育アドバイザー派遣事業（幼児政策課）等の事業を通して、私立保育園の保育の支

援・保育の質の向上に向けて取り組んでいます。引き続き保育の質のガイドライン策定など、保育の質

の向上にご協力くださるようお願いいたします。

・研修事業に関する代替職員を確保する為の措置を講じて下さい。

各施設で質の向上に向けた研修体制の強化を目指していますが、日々多忙な業務量を抱え、更に人

手不足の中で、研修体制の確保が進まないのが現状です。また、公定価格の基本分単価に研修の代替

職員の配置が含まれておりますが、新たに創設されたキャリアアップによる研修制度も加味して、研

修に対する必要性が拡大する中、まだまだ充分とは言えません。そこで、研修事業に関する代替職員

を確保する為の補助を要望します。

【回答】

新制度では、保育士１人当たり年間２日の研修機会を確保するための代替職員の配置について、公定

価格で措置されておりました。国はさらなる財源を確保したことにより、平成２９年度から年間３日へ

引き上げられたところです。代替職員の配置の確保については、今後も国の動向を注視してまいります。

・さいたま市私立保育園協会に関する研修補助費を増額して下さい。

急激な私立認可保育園の増加を受けて、さいたま市私立保育園協会の業務量が激増していますが、市

からの補助費は以前から据え置かれています。新設園が増える中、量の増加に伴う質の改善に向けた、

研修事業の強化、各園へのサポート体制の強化、公益事業の推進、など、業務の必要性が増している現

状を鑑み、新設園の増加分に対応できるよう協会への補助費の増額を要望します。

【回答】
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職員研修費補助金の増額については、他都市の動向等も参考にしながら、検討してまいりたいと考え

ております。

 また、貴協会の共催による保育研究大会や保育課が主催するアレルギー研修やグループ別実践研修

等、様々な研修会についてもご活用ください。

■保育行政に関する事項  

・新たな制度創設や保育制度の改正などに対しましては、施設へ分かりやすい丁寧な行政説明をして下

さい。

子ども子育て支援法の施行で事務作業が変わり、質問への回答や記入例の提示等、各種対応をして頂

いておりますが、手続きが滞りなく進むよう、より分かりやすく丁寧な説明を求めます。特に今回の幼

児教育の無償化については開始後も様々な議論が起こることが予想されています。互いに手を取り合っ

てよりよい制度改正に向けた話し合いをお願いします。

【回答】

新たな制度創設や保育制度の改正等に対しては、分かりやすく丁寧な説明を行い、ご理解いただける

よう努めてまいります。 

・様々なニーズの変化に伴い、保育所の量的・質的変化が求められています。幼保連携型認定こども園・

保育所が他認定こども園への移行を柔軟に検討できるよう検討を進めて下さい。 

 平成 26 年 4 月に内閣府子ども・子育て支援新制度施行準備室から「認定こども園への移行について」

の事務連絡が出ておりますが、当市では基準を満たしているにも関わらず、こども園への移行を希望す

る保育園の認可、認定が未だ行われておりません。また、市内においては 1 号認定こどもの教育的ニー

ズに対する高まりを受け、市民ニーズも高まりつつあります。認可保育所の認定こども園への移行にお

いては、教育課程の編成も行われることなり、益々の埼玉県内の教育都市としてのレベルアップを図る

一助ともなります。事業者の意向を踏まえて、早急に認可保育所の幼保連携型認定こども園や保育所型

認定こども園への移行が柔軟にできる体制づくりを進めて下さい。

【回答】 

 本市では、近年の就学前児童数の傾向が減少傾向となっている中、保育需要が年々増加していること

から、２号・３号認定の子どもの受入枠は不足しておりますが、１号認定の子どもの受入枠は既に充足

している状況にあります。 

 そのため、子ども・子育て支援法に基づいて策定している「第２期さいたま子ども・青少年のびのび

希望プラン」においては、１号認定の子どもの受入枠を増やさない計画としておりますので、１号認定

の子どもの受入枠の増加を伴う認可保育所から認定こども園への移行は、行っていないところです。 

 今後についても、需要と供給のバランスを考慮し、地域の実情に応じた教育・保育の提供体制を整え

てまいります。 

■その他  

・保育所の土地を賃借する場合の固定資産税の減免について、検討を進めて下さい。

さいたま市内の借地料は高まっており、運営費からの支出が増え、処遇に影響が出ております。保育

所の処遇・賃借料高騰への対策の一つとして、保育所整備における固定資産税減免について検討を進め

て下さい。

【回答】 

 保育所整備における固定資産税の減免については、現在のところ制度創設の予定はありませんが、他
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都市の事例などを確認しながら研究してまいります。 

・幼児教育の無償化に伴う副食費の徴収事務軽減策について、検討を進めて下さい。

 幼児教育の無償化に伴い、副食費の徴収に対しての各園の事務負担が増大しています。具体的な徴収

事務に対する軽減策について、対応を検討することを進めて下さい。

【回答】

保育所の運営において、これまでも内閣府令により、実費徴収等が認められていたことから、副食費

の徴収事務についても、これまで実施してきた実費徴収等の徴収事務と併せて実施できるものであると

考えておりますが、今後、幼児教育保育の無償化の影響も含め、私立保育園の事務負担軽減に努めてま

いりますので、ご協力をお願いいたします。

・コロナ禍に伴う対応に関する単独補助の検討を進めて下さい。

国の制度に加え、PCR 検査が受けられるような体制、園内消毒に必要な費用の補助など、さいたま市

単独での補助金の創設の検討を行い、流行に備える対策を整えるよう検討をお願いします。また、施設

機能強化費の感染拡大防止への転用も図れるよう、検討を進めて下さい。

【回答】

PCR 検査については、保育園の職員に感染が判明した場合、保健所による積極的疫学調査等に協力

し、調査結果等に基づき必要に応じて実施されることとなります。補助金については、国の補助制度を

活用しながら、令和４年度も感染症防止対策に必要なかかり増し経費や備品等の購入支援を実施する予

定としております。

また、施設機能強化推進費加算については、国が定める公定価格における加算項目であるため、国の

動向を注視してまいります。


